
不正・不祥事対策としての組織風土診断
自社の「組織風土」の現状を把握するには、サーベイ（アンケート調査）により全従業員の声
（気持ち）を聞き、可視化することが最初の一歩です

RecoveryReadiness Response

組織風土醸成に必要なアプローチに基づく調査結果の分析
「不正・不祥事が起きにくい組織風土」の醸成には、単なるメッセージの発信や教育・研修といった施策のみに留まらない総合的なアプローチが必要
となります。アンケート調査の結果を「経営」「コミュニケーション」「制度」「事業環境」の４つのアプローチの視点で整理することで、アンケートで把握した
従業員の声（気持ち）を施策に活かすための方向性をご提案します。
上記に加え、不正・不祥事が起きない職場にとって重要な「心理的安全性」の観点からも調査結果を分析します。

サーベイ（アンケート調査）の調査体系
「不正・不祥事が起きにくい組織風土」の醸成に必要な施策を効果的に導くために、「マネジメント層との信頼関係」「職場内の信頼関係」「職場の
慣習・制度」「個人の意識」の４つのテーマとそれを構成する８つのカテゴリーからなる質問で現在の組織風土の状態を確認します。

 従業員自身のコンプライアンス意
識を確認

 コンプライアンスを「自分事」と捉
えるために必要な課題を抽出
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 会社・経営層や上司に対する信
頼を確認

 信頼関係を直接的に阻害する、
言動面の課題を抽出

 不正・不祥事を起こす「機会」
「動機」「正当化」を助長し得る
要素を確認

 信頼関係を間接的に阻害する、
制度や職場環境面の課題を抽
出
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職場内の信頼関係

 職場メンバーに対する信頼を確
認

 信頼関係を直接的に阻害する、
言動面の課題を抽出

各種取り組みの裏付け・可視化により、“ある
べき姿”を具体的なルールや業務手順に結び
付け、従業員の規範に沿った行動を強化

制度アプローチ

コミュニケーションの場・機会の拡充と方法の見
直しにより、声の吸い上げを継続し、縦横の関
係性を強化

コミュニケーションアプローチ

会社内部の職場・業務環境に加え、外部から
のプレッシャーも適切にコントロールすることにより、
信頼関係構築の土壌を整備

事業環境アプローチ

会社・経営層からのメッセージ発信と歩み寄り
により、従業員の腹落ち・共鳴を喚起

経営アプローチ会社・経営層への信頼
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カテゴリー 質問 全体 雇用形態・職位別 所属別

役員 部長級 課長級 ・・・
経営企画
部

A工場 C支店
株式会社
EE

回答者数 1,000 10 30 120 600 15 300 50 150

Q1
あなたは、会社の経営理念（ミッション・ビジョン・
バリュー等）を知っている

3.80 4.80 4.60 3.80 3.60 4.60 3.60 3.70 3.40

Q2
あなたの会社は、経営理念実現するための取り
組みを実施している

3.30 4.20 3.90 3.30 2.80 4.50 3.50 3.80 3.30

・・・
あなたの会社の経営層は、現場の実態を知る
ための行動を十分にとっている

4.10 4.50 4.20 3.70 3.40 4.30 4.20 3.85 2.90

Q10
あなたの上司は、日ごろから話しかけやすい態
度や言葉遣いをしている

3.50 4.20 3.20 2.80 3.80 2.80 2.70 3.70 4.00

Q11 ・・・・・ 3.80 4.00 3.80 3.70 3.50 4.20 3.90 3.85 3.45

・・・ ・・・・・ 3.20 4.50 3.90 3.80 2.70 4.00 2.50 3.40 3.80

Q20 ・・・・・ 3.70 4.30 3.90 3.60 3.40 3.90 3.80 3.60 3.20

Q21 ・・・・・ 3.80 4.10 4.00 3.80 3.75 3.95 9.80 3.70 3.40

・・・ ・・・・・ 3.95 4.20 4.00 3.90 3.90 4.40 4.20 4.10 3.40

会社・経営層
への信頼

上司のマネジ
メント

職場内のコ
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ン

デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
フォレンジック ＆ クライシスマネジメントサービス
〒100-8363 東京都千代田区3-2-3 丸の内二重橋ビルディング
TEL：03-6213-1180／FAX：03-6213-1085
E-mail dt-cm@tohmatsu.co.jp

具体的な施策・アクションプランの検討・実施に役立つ成果物（アウトプット）
全体の調査結果は調査体系ごとのサマリーのほか、心理的安全性分析の結果についてもお示しします。個々の質問の集計結果の表示だけでなく、
自由記述欄から抜粋した従業員の「生の声」についてもお示しします。
サーベイの結果は「不正・不祥事が起きにくい組織風土」醸成に必要なアプローチごとに整理し、検討すべき施策の方向性をご提案します。

成果物例（集計結果一覧）

成果物例（報告書）

成果物オプション
 集計前回答データ
 所属別調査報告書または集計結果一覧

調査後オプション
 役員・管理職層向け調査結果報告（読み解き研修）
 課題解決のためのサポート（業務見直し・体制構築・施

策推進に係る各支援（PMO等）、各種研修）
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